
 
青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職

業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処するための指針（抜粋） 
                                     

厚生労働省

第一 趣旨 
この指針は、青少年の雇用の促進等に関する法律第四条及び第六条に定める事項についての必要な措置に

関し、〔中略〕、我が国の雇用慣行、近年における青少年の雇用失業情勢等を考慮して、これらの者が講ずべ

き措置について定めたものである。 
第二 事業主等が青少年の募集及び採用に当たって講ずべき措置 
一 労働関係法令等の遵守 
  〔略〕 
(一) 募集に当たって遵守すべき事項 

イ 青少年の募集を行う者及び募集受託者は職業安定法第五条の三第一項の規定に基づき、募集に応じ

て労働者になろうとする青少年に対し、従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件

(以下「従事すべき業務の内容等」という。)を可能な限り速やかに明示しなければならないこと。 
ロ 〔略〕 
ハ 青少年の募集を行う者、募集受託者及び求人者(以下この(一)において「募集者等」という。)は、

イ又はロにより従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げるところによらなければ

ならないこと。 
(イ) 明示する従事すべき業務の内容等は、虚偽又は誇大な内容としないこと。 
(ロ) 労働時間に関しては、始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休

日等について明示すること。〔後略〕 
(ハ) 賃金に関しては、賃金形態(月給、日給、時給等の区分)、基本給、定額的に支払われる手当、

通勤手当、昇給に関する事項等について明示すること。〔後略〕 
(ニ) 〔以下略〕 

ホ 募集者等は、イ又はロにより従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、次に掲げる事項に

配慮すること。 
(イ) 求職者等に具体的に理解されるものとなるよう、従事すべき業務の内容等の水準、範囲等を可

能な限り限定すること。 
(ロ) 求職者等が従事すべき業務の内容に関しては、職場環境を含め、可能な限り具体的かつ詳細に

明示すること。 
(ハ)〔以下略〕 

ワ イ又はロ及びヘにより従事すべき業務の内容等を明示するに当たっては、職業安定法第五条の三第

四項の規定により、次に掲げる事項〔中略〕については、書面の交付等により行わなければならない

こと。 
(イ) 青少年が従事すべき業務の内容に関する事項 
(ロ) 労働契約の期間に関する事項 
(ハ) 試みの使用期間に関する事項 
(ニ) 就業の場所に関する事項 
(ホ) 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間及び休日に関する事項 
(ヘ) 賃金(臨時に支払われる賃金、賞与、精勤手当、勤続手当及び奨励加給又は能率手当を除く。)

の額に関する事項 
(ト) 健康保険、厚生年金、労働者災害補償保険及び雇用保険の適用に関する事項 
(チ) 青少年を雇用しようとする者の氏名又は名称に関する事項 
(リ) 青少年を派遣労働者として雇用しようとする旨 
(ヌ) 就業の場所における受動喫煙を防止するための措置に関する事項 

カ 〔以下略〕 
(二) 採用内定・労働契約締結に当たって遵守すべき事項等 

イ 事業主は、採用内定を行うに当たっては、採否の結果を明確に伝えるとともに、確実な採用の見通

しに基づいて行うよう努めること。採用内定者に対しては、書面の交付等により、採用の時期、採用

条件、採用内定の取消事由等を明示するとともに、採用内定者が学校等を卒業することを採用の条件

としている場合についても、内定時にその旨を明示するよう留意すること。 
ロ 事業主は、採用内定者について労働契約が成立したと認められる場合には、客観的に合理的な理由

を欠き、社会通念上相当であると認められない採用内定の取消しは無効とされることについて十分に

留意し、採用内定の取消しを防止するため、最大限の経営努力を行う等あらゆる手段を講ずること。

〔後略〕 
ハ 〔以下略〕 
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